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－東京地裁平成 27 年 3 月 11 日民事第 28 部判決を契機に－
林 　 弘 正
Ⅰ . 序言
Ⅱ . 児童虐待への介入機関としての児童相談所の在り方







1. 児童虐待事案の拡大傾向は、留まることなく平成 27 年度中における
全国 208 か所の児童相談所が対応した児童虐待相談件数は 103,260 件（速





検挙件数 643 件（前年比 117 件増）検挙人員 666 人（前年比 125 人増）被害
児童数 655 人（前年比 120 人増）、性的虐待検挙件数 117 件（前年比 33 件
2減）検挙人員 117 人（前年比 35 人減）被害児童数 118 人（前年比 33 人減）、
ネグレクト検挙件数 7 件（前年比 4 件減）検挙人員 7 人（前年比 7 人減）被
害児童数 9 人（前年比 2 人減）、心理的虐待検挙件数 18 件（前年比 7 件増）
検挙人員 21 人（前年比 9 人増）被害児童数 25 人（前年比 14 人増）である。3
2. 児童虐待の考察は、発生した事案の分析・検証を通して同種事案の







確実にキャッチするために全国共通ダイヤルを設置し、平成 27 年 7 月よ








例は、心中以外の虐待死 43 件 44 人、心中による虐待死（未遂を含む=親
は生存したが子どもは死亡した事例）21 件 27 人計 64 件 71 人である。死
亡時点での子どもの年齢について、心中以外の死亡事例では「0 歳」27 人
（61.4%）、月齢「0 ヶ月」15 人（55.6%）、日齢「0 日」児 14 人（51.8%）であ
り、1 ヶ月未満の 0 ヶ月児の 99.3% が出産直後に虐待死している。主たる
加害者は、実母 28 人（63.6%）で、実母の抱える問題（複数回答）では「望



































〔事例 1〕　平成 13 年 8 月 13 日、児童養護施設入所中の男児 A（6 歳）が、
一時帰宅中に尼崎市内の運河でポリ袋に全裸で入れられた遺体で発見され
た。平成 15 年 2 月 26 日、神戸地裁尼崎支部は、実母（24 歳）と継父（24
歳）に対して懲役 8 年（求刑懲役 10 年）を言渡した。事件の経緯は、平成
13 年 2 月 1 日、児童相談所は A の両鎖骨骨折や全身の痣（全治 1 カ月の
皮下出血）を確認し虐待と判断し、即日職権で一時保護をした。3 月 21
日、A は、被虐待の理由で児童養護施設に入所する。8 月 1 日、両親が児
童養護施設を訪問し、10 日間の予定で一時帰宅を申出、児童養護施設は
児童相談所に相談せず一時帰宅を認めた。8 月 3 日、親が、児童養護施設
に子どもを引取りたいと電話をし、児童相談所は、児童養護施設からの報
告で A の一時帰宅を知った。8 月 6 日、児童相談所は、両親の訪問を受




庫県児童課は、遺体発見の翌 14 日、県内 4 か所の児童相談所と児童福祉
施設を対象に一時帰宅の際の児童相談所への事前届出調査を実施した。そ





〔事例 2〕　両親の離婚で父方祖父母宅に預けられていた B（15 歳）は、平
成 13 年 4 月中学入学後、実父（40 歳）、継母（38 歳）及び継母の連れ子
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（15 歳）と父宅で同居するに至った。平成 14 年 4 月、実弟 C（14 歳）も中
学入学後、父方で同居するようになった。継母は、B 及び C に対し身体
的虐待とネグレクトを繰り返し、食事を 3 日から 4 日に 1 回と制限し、同
年 11 月以降、中学校にも登校させなかった。C は、祖父母方に逃げ込ん
だ。平成 15 年 11 月 2 日、B は 119 番通報で病院に緊急搬送され、救急隊
長の警察への通報により、実父と継母が殺人未遂容疑で逮捕された。大阪
地裁堺支部は、平成 17 年 5 月 3 日、実父に懲役 14 年（求刑懲役 15 年）、
平成 19 年 3 月 26 日、継母に懲役 14 年（求刑懲役 15 年）を言渡した。
　本事案では、中学校の担任が家庭訪問を繰り返していたが継母が B と
の面会を拒否していた。中学校は、11 月に児童相談所・大阪府岸和田子







〔事例 3〕　横浜地裁平成 27 年 10 月 22 日刑事第 6 部判決は、3 歳時に迷子
として児童相談所に一時保護されながら転居で所在不明になり死後 7 年後
に白骨遺体で発見された長男 D（5 歳）に対する身体的虐待及びネグレク
ト事案で殺人罪及び詐欺罪に問われた実父（36 歳）を懲役 19 年（求刑懲役
20 年）に処した。15
　神奈川県児童虐待による死亡事例等調査検証委員会は、本事案について
の検証として『児童虐待による死亡事例調査検証報告書（平成 26 年 8 月）』
を公表している。16
3. 全国 208 か所の児童相談所は、児童虐待事案の早期発見と適切な介入
に留意して関係機関との連携の下に日常業務を遂行している。
　児童相談所は、「虐待が疑われる乳幼児頭部外傷（Abusive head trauma 









28 条 1 項申立事件及び控訴審の確定まで 315 日間にわたり一時保護所で
保護されており、児童福祉司が保護されている児童の状況確認をしてい
る。19




童相談所長がその裁量を逸脱し又は濫用して、原告 P1 と原告 P2 らの子
である原告 P3（2 歳）の一時保護を長期間継続し不当な親子分離の状態を
強いられたことにより生じた精神的苦痛に対し、国家賠償法 1 条 1 項に基
づき原告らに慰謝料各 200 万円及び弁護士費用各 20 万円の支払を求めた
ケースである。20
2. P3 が、一時保護に至る経緯及び児童相談所の対応を概観する。
　平成 23 年 5 月 21 日、P3（2 歳）は、自宅で左前腕に火傷を負った。翌
22 日、母親 P2 は、P3 を篠崎駅前にこにこクリニックに受診させた。P2
は、診察した P4 医師に P3 の火傷はヘアアイロンにより生じたと説明し
た。P4 医師は、P3 の火傷について左前腕屈側（内側）を〈2〉度熱傷と診断
した。翌 23 日、P2 は、P3 を篠崎駅前クリニックに受診させた。診察し
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た P5 医師は、P3 の火傷について左腕前伸側（外側）を〈1〉度熱傷及び左前
腕屈側を〈2〉度熱傷と診断した。同月 26 日、P2 は、メディカルプラザ江
戸川小児科において風邪を主訴として P3 に P6 医師の診察を受けさせた。
P6 医師は、P2 に対し P3 の火傷について同病院の皮膚科を受診するよう
指示し、左腕の写真を撮影した。翌 27 日、P2 は、P3 をメディカルプラ
ザ江戸川皮膚科に受診させた。診察した P7 医師は、P3 の火傷について左
前腕〈2〉度熱傷と診断した。
　平成 23 年 5 月 26 日、メディカルプラザ江戸川ソーシャルワーカー
は、医師やソーシャルワーカー等により構成される院内虐待対策委員会
（CAPS）の判断に基づいて P3 の診察をした皮膚科で撮影した P3 の左腕
の火傷の状況のカラー写真を添付し、東京都墨田児童相談所に P3 につい
て児童虐待防止法 6 条に基づく虐待通告をした。
　平成 23 年 5 月 30 日、東京都墨田児童相談所長は、原告夫婦を原告 P3
に不適切な関わりの疑いがあるため調査の必要があるとして児童福祉法
33 条 2 項に基づき原告 P3 を一時保護するとの決定をした。同児童相談所
長は、同日午前 10 時 30 分頃、同決定に基づき江戸川区立大杉保育園にお
いて登園していた P3 を一時保護した。
　平成 23 年 9 月 9 日、同児童相談所長は、児童福祉法 28 条 1 項に基づ
く児童福祉施設入所の承認を求める審判（平成 23 年（家）第 8945 号児童福
祉法 28 条 1 項申立事件）を東京家庭裁判所に申立てた。平成 24 年 1 月 6
日、東京家庭裁判所は、同申立てを却下した。 平成 24 年 1 月 23 日、同
児童相談所長は、東京高等裁判所に対し即時抗告した。同年 4 月 9 日、東
京高等裁判所は、同抗告を棄却した。平成 24 年 4 月 10 日、同児童相談所
長は、一時保護決定を解除し、翌 11 日、P3 に関し児童福祉法 27 条 1 項
2 号に基づく児童福祉司指導措置決定をした。平成 24 年 4 月 11 日、P3
は、家庭復帰し、同児童相談所職員は、同日、原告らに対し児童福祉司指
導措置決定通知書を交付した。同児童相談所職員は、同年 5 月 24 日、6
月 27 日、7 月 30 日及び 9 月 13 日に原告らの自宅を家庭訪問した。　
83. 裁判所は、原告らの家族構成について検討する。
　原告 P1 及び原告 P2 は、平成 21 年 6 月 18 日に婚姻し、両者ともに再
婚である。P1 には、前妻との子である長男 P12（15 歳）及び二男 P13（14
歳）がいる。P2 には、前夫との子である長男 P14（12 歳。愛の手帳 4 度の
障害がある）及び長女 P15（9 歳）がいる。P1 及び P2 は、それぞれ他方の
連れ子と養子縁組をしている。原告夫婦は、婚姻後しばらくの間、それぞ
れの実子と実家で別々に生活していたが、平成 21 年、原告夫婦の子であ
る P3 が生まれ、平成 22 年 2 月から家族 7 人全員で生活するようになっ
た。P2 は、平成 22 年 3 月頃から乳酸飲料販売員の仕事に就いていたが、
P1 との第 2 子を妊娠し、出産準備等のため同年 5 月 31 日より休職した。
同年 7 月、P2 は、P16 を出産した。
　P3 は、平成 22 年 1 月 12 日から平成 23 年 3 月 31 日まで私立ライフサ
ポートゆらりん篠崎保育園（以下「篠崎保育園」）に在園し、同年 4 月 1 日
から江戸川区立大杉保育園に在園していた。
Ⅲ ‐ ⅱ．一時保護に至る経緯
　平成 23 年 5 月 26 日、メディカルプラザ江戸川ソーシャルワーカーは、
院内虐待対策委員会の検討に基づき東京都墨田児童相談所に原告 P3 につ
いて児童虐待防止法 6 条に基づく虐待通告をした。同通告は、「虐待の状
況」として「原告 P3 が平成 22 年 9 月 9 日にたばこを食べたとして来院し、
平成 23 年 4 月には二段ベッドの上段から落ちて左頭部前部を切ったこと、
その際の創傷が墨東病院で縫合された後、同月 23 日にメディカルプラザ
江戸川の外科を受診したこと、5 月 23 日に風邪を主訴として同病院の小
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?? ? ?? ?
? ?














ること、火傷はかなり深いものが 2 か所（3cm の長さ）、それ以外に、古
いものかははっきりしない火傷の痕が 2 か所（左上腕の上部）、円形のた
ばこの痕らしき古い痕が１か所、全部で 5 か所ある」こと等を記載する。





　27 日、同児童相談所の P18 児童福祉司は、大杉保育園に架電し、P3 の
登園状況に問題はないこと、P3 が左前額部を負傷した際、P2 は親の責任
であると話していたこと等を聴取した。同日、同児童福祉司は、健康サ












を A4 版の紙に並べて印刷したもの及び本件白黒写真を A4 版の紙にそれ
ぞれ印刷したものを受領した。










　同児童相談所は、一時保護決定に基づき P3 の一時保護に関して P10 児
童福祉司を中心に P9 児童福祉司及び P18 児童福祉司を担当者とした。30
日午前 10 時 30 分頃、P9 児童福祉司及び同職員は、大杉保育園において




　5 月 31 日、日赤医療センター皮膚科の P19 医師は、P3 の本件火傷を診




は、8 月 19 日、同児童相談所に書面で報告された）。
　5 月 30 日午後 7 時頃、P10 児童福祉司らは、同児童相談所において原
告夫婦と面談し、一時保護決定の理由と趣旨及び一時保護制度について説











　6 月 1 日、同児童相談所は、メディカルプラザ江戸川から P3 について




て 5 月 30 日に撮影された本件火傷の写真、左前額部の挫創の痕の写真及
び 6 月 2 日に撮影された両足首の瘢痕化したあざ状の写真を受領した。
　3 日、P9 児童福祉司は、同児童相談所において原告夫婦のほか、原告
夫婦が依頼した代理人弁護士も同席して P3 の兄弟姉妹（P14，P15 及び
P13）との児童面接を実施した。同日、P9 児童福祉司及び P10 児童福祉司













　7 日、P9 児童福祉司は、篠崎保育園に架電し、P3 の監護状況に関し、





















　24 日、P20 児童相談所職員は、本件一時保護施設を訪問して P3 と対面
し、同施設から P3 の発語が生後 9 か月から 10 か月状態で遅れがみられ
ること、多動の状況ではないこと等を聴取した。





　7 月 8 日、P9 児童福祉司および P18 児童福祉司は、同児童相談所にお
いて原告夫婦及び代理人弁護士と面談し、直近 1 年の間に P3 が病院に運
ばれたことについて原告夫婦それぞれから聴取した。






める審査請求を行った。なお、同請求は 10 月 3 日に棄却された。










　18 日、P9 児童福祉司は、日赤医療センター付属乳児院を訪問し、P3 と
面会した。
　23 日、同児童相談所は、江戸川区健康部健康サービス課から、P3 の健





　8 月 3 日、東京都墨田児童相談所は、援助方針会議において児童福祉審
































たことはない旨、5 月 23 日に登園した際、原告 P2 は本件火傷について、
ヘアアイロンに左腕を挟んだようになったと説明していた旨を聴取した。
さらに、同調査官は、同月 6 日、篠崎駅前クリニックを訪問して、P4 医






　10 月 19 日、同調査官は、P8 教授に対する調査を行い、同教授に、〔1〕
本件ヘアアイロンの現物を示した上で、同アイロンが両側加熱型の V 字
型であること、温度調整機能の内容、本件火傷の生じた 5 月 21 日当時、








　10 月 25 日、第 3 回審判期日において、同調査官による P8 教授に対す
る調査結果が口頭で報告された。





　11 月 30 日、原告夫婦と原告 P3 の面会が実施された。




原告 P3 の福祉を確保するため、同週の間に 1 度、翌週に 2 度、その翌週
に 3 度、原告 P3 と原告夫婦の面会を実施することを勧告し、面会時間を
長くしていくことを希望する旨伝えた。







P8 意見について、本件児童相談所職員が、原告 P3 の左前腕伸側にも熱
傷が存在したことを伝えず、左前腕屈側のみの熱傷を伝えたとの情報提供
不備があったとの意見を述べた。
　平成 24 年 1 月 6 日、東京家庭裁判所審判官は、本件審判事件について
東京都墨田児童相談所長の申立てを却下した。
　平成 24 年 1 月 23 日、東京都墨田児童相談所長は、東京高等裁判所に対
し即時抗告を申立てた。



















　同月 10 日、東京都墨田児童相談所長は、P3 の一時保護決定を解除した。
　11 日、P3 は、家庭復帰した。本件児童相談所職員は、同日、原告らに
対し児童福祉司指導措置決定通知書を交付した。同年 5 月 24 日、6 月 27
日、7 月 30 日及び 9 月 13 日、同児童相談所職員は、原告らの自宅を家庭
訪問した。
Ⅲ ‐ ⅳ．本判決の評価
1. 裁判所は、平成 23 年 6 月 4 日以降継続した本件一時保護について被告
が国家賠償法上の賠償責任を負うかについて、「一時保護は、上記のよう
に、児福法 27 条 1 項の措置を採る必要がある場合に、その措置を執るま
での間、暫定的に児童を保護するために行われる措置であり、親権者の同
意を要件としていないが、その期間は 2 か月を超えてはならないと定めら
れている（同法 33 条 3 項）。もっとも、「必要があると認めるとき」は引き









28 条 1 項参照）に、当該児童を保護者から一時的に分離することにより、
当該児童の福祉が害されることを防止することにあると解される。そうす






























































23 年○月（= 筆者註 =7 月）に出産予定であり、原告 P3 の他に障害を有す











年 4 月 10 日まで本件一時保護を解除しなかったことが違法であるとは認
められない。」と判示する。














　被告は、「児福法 33 条 2 項の規定する一時保護は、要保護児童及び被


















状況を精査する。一時保護の前期は、児童福祉法 33 条 3 項、4 項及び 5
項に基づく児童福祉協議会の意見聴取による平成 23 年 5 月 30 日から同年
9 月 8 日までの 102 日間である。一時保護の後期は、家事審判申立ての裁








親には、前婚で父親には長男 P12（15 歳）及び二男 P13（14 歳）、母親には
長男 P14（12 歳。愛の手帳 4 度の障害がある）及び長女 P15（9 歳）がおり、
P3 を含め 7 人家族の児童虐待のハイリスク家庭である（母親は同年 7 月
P16 を出産し 8 人家族である）。
　P3 の一時保護の経緯を考慮するとき、児童相談所長の原告 P3 の福祉
を害されることを防止する必要があるとの判断には合理性があり、少なく
ともその判断に裁量の逸脱や濫用があるとは認められないとし、平成 24
年 4 月 10 日まで児童相談所長が P3 の一時保護を解除しなかったたこと
は違法であるとは認められないとする裁判所の判断は、妥当である。






















































　親子相互交流法（Parent-Child interaction therapy: PCIT）は、親子関係
の修復を企図する方法である。PCIT は、1974 年にフロリダ大学の Sheila 







　本稿で考察した東京地裁平成 27 年 3 月 11 日民事第 28 部判決は、児童
相談所長の行った一時保護の必要性判断には裁量の逸脱や濫用が認められ
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